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研究成果の概要（和文）：大学生32千人、大学教員8千人に対する大規模調査を行い、さらにそれを十年前に行
った同様の調査と比較して、次のような知見を得た。１）日本の大学の授業はここ十年の間にかなり大きく変化
しており、学生により親切になっている。2）学生の大学、授業に対する評価もより好意的になっている。３）
しかし学生の教室外での学習時間が短いという問題についてはほとんど変化していない。これは教員と学生との
間に、授業における学生の負担について暗黙の了解が成立しており、それが容易に変わりにくいことを示してい
る。しかしコロナ禍に際して行った、教員に対する追加調査によれば、教員の学生への負荷への考え方には変化
の兆しがみえる。

研究成果の概要（英文）：Large scale questionnaire surveys were conducted on students and faculty 
members . By comparing the results from similar surveys in ten years ago, it was found that: 1) 
teaching practices have shifted towards more student-friendly, 2) the evaluation of students about 
teaching and the institutions improved, but 3) the time spent for learning outside class room 
remained practically the same.  This shows the robustness of implicit understandings about student 
burden outside classroom.  An additional survey on teachers, after the Corona Pandemic, showed that 
the teachers significantly increased requirements of work outside classroom, and many of them were 
willing to keep the practice.   
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の大学教育はその密度の低さが批判されてきた。この研究は2010年近辺と2020年近辺の2度にわたって行っ
た大学生と大学教員に対する大規模調査結果を比較して、①授業方法の変化は起こっていること、②学生の大学
に対する評価はより効果的になっていること、③しかし学生の教室外での学習時間ににはほとんど変化がないこ
と、を明らかにした。これは教員・学生の間で、学生の学修負担について暗黙の了解があり、それが大きな制約
条件となっていることを示している。しかしコロナ禍に際して行った大学教員に対する追加調査によれば、学生
に課題を課するのが恒常化しており、それがコロナ禍後にも影響を与え得ることをしめしている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
大学教育の改革は日本社会にとって緊要の課題であり、政府は各種の競争資金などによって

その推進を図るとともに、研究者も様々な授業改革の方向を示唆してきた。しかし最近の調査等
を見る限りでは、例えば学生の学習時間のような基本的な指標に目立った改善の兆しはみられ
ない。 

 
２．研究の目的 
本研究は ①ほぼ十年前の 2006～08 年に申請者らが実施した大規模学生調査を基礎として、

同調査と同じ対象大学・学部について新たに調査を行い、この間の学生の学習行動上の変化を実
証的に検証するとともに、②また大学教員の意識についても 2010 年の全国調査と同様の調査を
行うことによってその変化を明らかにし、③特に前回調査の対象大学・学部については、さらに
教員調査、機関特性調査を行って、教育改革の推進あるいは停滞を、教員、大学組織、政策の間
の相互関係の中に明らかにしようとした。 
 
３．研究の方法 
 以上の構想に基づいて、学生、教員について第規模調査を行った。第一回調査とともにその概
要を示せば以下のとおりである。 

 

調査名 実施年 調査大学 学部数 回答者数 サンプル選択方

法 

第 1 回 大学生 

調査 

2007-8 年 123 大学 288 学部 48,233 人 全国の大学・学部

からランダムに選

択 

教員調査 2010 年 —  —  5,311 人 

 

全国の大学・学部

からランダムに選

択し、所属教員に

分配 

第 2 回 大学生 

調査 

2018 年 77 大学 

 

154 学部 32,913 人 第 1 回調査の協力

校からサンプルを

選出 

教員調査 2019 年 77 大学 

 

154 学部 2,829 人 大学生調査の協力

校に依頼 

 
さらに折からのコロナ禍に際して、大学教員に対する追加調査を行った。2020 年 12 月から 2021
年 2月まで、投函質問票数 ７,２７８、回収票数 ２,９９６人（回収率 ４１．２％）であっ
た。 
 
４．研究成果 
（１）日本の大学教育は 2010 年代に重要な変化を示した。特に授業方法、スタイルに明確な変
化があったことが、教員調査と学生調査の結果から確認できる。教え方の面でいえば、専門分野
の知識の単なる解説ではなく、学生の理解や興味を引き出すような授業への変化が生じた。これ
は第 1回調査より前にすでに起こっており、それが定着したのが 2010 年に入ってからだと解釈
される。他方で特に目立って拡大したのが、学生参加型の授業、とくにｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸを用いる授業
が大きく拡大した。 
（２）学生の、授業方法への評価だけでなく、その有効性、自分の能力の評価もより肯定的にな
った。上記の、より学生の主体性を重んじる方向での授業方法の変化が影響していることは事実
であろう。しかしそれだけでなく、大学の組織としての改革体制が、学生の認知構造を変化させ
たこと、また社会一般が大学教育に厳しい目をむけることによって、学生自身も正当化する必要
を感ずるようになったことを示すとも解される。古典的な「学習の自由」の観念が弱体化し、よ
り大学教育に期待する姿勢が強くなった。 
（３）しかし学生自身の学習努力をしめす授業外の学習時間は、2010 年台を通じてほとんど変
わっていない。それは一方で学生が一学期に平均 13 コマを履修し、個々の授業に教室外で学習
することを考えないという習慣が一般化していること、他方で教員はそうした学生の行動を感
じ取り、通常の授業では教室外での学習を多く期待しない、という、教員と学生の相互補強の構
造が生じているからだと考えられる。この中で大学教員の間には授業改革の効果についての無



力感も生じている。 
以上の概括的な分析に加えて、拡大しつつある参加型授業がなぜ授業外学習時間にむすびつ

かないのか、という点についてさらに詳細な分析をおこない、参加型授業は単なる学生参加の形
態ではなく、それを通じて何を達成することを意図するか、という点が重要であることを論じた。
また一方での授業改善への意欲、他方での組織的な改革への圧力の中で、大学教員の役割、時間
配分のパターンが分化しつつあり、それが教員大きな軋轢を生じさせていることが示された。 
以上の 2010 年代の変化は、高等教育政策だけでなく、社会・経済の変化全体によってもたら

されていると考えられる。さらに長期的な視点からみればそれは、旧来の一方的な講義とそれと
一体となった学生の学習の放任を、ゼミ・研究室での人的接触で補完する、という日本的な大学
教育の基本的な枠組みが変化する兆しが表れているということもできる。しかし重要なのはこ
の変化が必ずしも学生の、より高度な学習をもたらしているとは見ることができない、という点
である。重要な変化は起こっているが、それはそのままで望ましい結果を生むものではない。こ
の意味で、ここで観察された変化を踏まえたうえで、さらにコロナ禍によって明らかにされた、
日本の大学に内在している変化へのポテンシャルをどのように活かすかが問われることとなる。
その具体的な方向を明らかとする調査分析がさらに求められる。 
 
 またコロナ禍の影響については次の知見を得た。 
（１）2020 年秋学期（後期）に全大学で提供された科目数のうち、約半数が遠隔（双方向、配
信）で行われたと推定される。これは学生が出席した授業数に置き換えれば約 6割となる。2021
年には対面授業が拡大したものと思われるが大勢には変わりない。 
（２）教員の評価によれば、学習目的の達成という観点からは遠隔教育の効果は、従来の対面教
育に必ずしも劣るものではなかった。それは特に遠隔授業が、授業の前での授業内容の予告、教
材の配布、さらに授業の後での質問、コメント、出された課題の達成、といった点で学生の教室
外での自律的な学習を促進する効果をもったからである。これは多数の大学で行われた学生に
対する実態調査にみられる傾向とも符合する。 
（３）他方で遠隔授業はとくに学生の反応をみながら授業をすすめ、また授業中の学生の注意力
を喚起し、さらに学生の参加を促す、といった点では十分ではなかった。また学習意欲の高い学
生については遠隔授業のほうが高い効果をあげる一方で、意欲が低く、通信・過程環境の十分で
ない学生にとって効果が低く、学習から脱落するおそれも生じる。また教員にとっても遠隔授業
の導入、運営はきわめて大きな負担を課しており、また教員による授業の差も大きい。 
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